官公需共同受注事業企画・調整委員会規約（例）

　　　　　　　　　　　　　（工事共同施工・工事分担施工）

　（目　　的）

　第１条　官公需共同受注事業規約（工事共同施工）第８条に定める官公需共同受注事業企画・調整委員会（以下「委員会」という。）は、本組合が共同受注した官公需に係る工事の施工現場において、当該工事の施工の基本方針等についての総合的な企画及び調整を行い、もって当該工事の円滑な遂行を図ることを目的とする。

　（委員会の設置）

　第２条　委員会は、工事施工現場ごとに設置しなければならない。

　（委　　員）

　第３条　委員会の委員は、理事会の議を経て理事長が委嘱する。

　２　委員の構成は、次のとおりとする。

　　（１）組合の役員若干名

　　（２）組合の技術職員

　　（３）施工担当組合員

　３　委員会には、必要に応じて外部から設計、技術等の関係者及び必要と認められる者を陪席させ、意見を聞くことができる。

　（委　員　長）

　第４条　委員長は、委員の中から互選する。

　（委　員　会）

　第５条　委員会は、必要により随時開催する。

　２　委員会の議事は、全員一致によって決する。

　（委員会の議決事項）

　第６条　委員会は次に掲げる事項を議決する。

　　（１）委員会の運営の基本に関する事項

　　（２）受注した工事の施工方針及び施工基本計画に関する事項

　（３）受注した工事の実行予算の作成及び管理に関する事項

（４）工事施工現場の業務分担に関する事項

　　（５）共通費用算入に関する事項

　　（６）施工担当組合員の提出する工事用資機材の賃借料に関する事項

　　（７）工事施工現場の安全衛生管理規程及び安全衛生管理計画に関する事項

　（８）工事施工現場の管理諸規程に関する事項

　　（９）工事施工現場の人員配置に関する事項

　　（10）労務管理及び安全衛生管理に関する事項

　　（11）工事原価計算及びその管理に関する事項

　　（12）その他工事施工現場の施工管理に必要な事項

　２　前項に掲げる事項について委員会が議決した場合は、理事長に報告し、承認を得なければならない。

（委員会の議事録）

第７条　委員会の議事録は、議長及び出席した委員が作成し、これに署名するものとする。

　２　議事録には、議案別に、賛成した委員の氏名及び反対した委員の氏名を記載するこ

とを要する。

（委員会の解散）

第８条　委員会は、当該工事が完成した後、理事会の承認を経て解散する。

（付　　則）

第９条　この規約に定めのない事項については、理事会において決定する。
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